
第六次長期計画「愛媛の未来づくりプラン」

～第３期アクションプログラム編～【概要】

１ 第３期アクションプログラムの趣旨

本県では、平成 23年９月に策定した長期ビジョンにおいて、「愛のくに 愛
え

顔
がお

あふれる愛

媛県」という基本理念を掲げるとともに、将来像の実現に向けた４年間（第１期：平成 23 年

度～26 年度、第２期：平成 27 年度～30 年度）の政策の方向性などを示すアクションプロ

グラムを策定し、その具現化に取り組んできました。

  第３期アクションプログラムでは、

○豪雨災害からの創造的復興

を最優先課題として掲げ、被災地に寄り添いながらスピード感をもって復興に全力で取り組みます。

さらに、喫緊の課題である大規模災害への備え、東京オリンピック・パラリンピック前後の経済

動向や、私たちの暮らしや産業を一変させる可能性がある第５世代移動通信システム（５Ｇ）など

の情報通信技術の急速な進化等を踏まえて、

第２期アクションプログラムで重点を置いて取り組んできた

  ○県民の安全・安心を守る防災・減災対策

○少子高齢化を踏まえた人口減少対策

○実需の創出につながる地域経済活性化対策

の３本柱を更に深化させるとともに、挑戦・実行・現場主義・オール愛媛を基本姿勢として、

「愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県」の実現に向けて取組みを充実・強化します。

２ 第３期アクションプログラムの構成

・政策体系

   基本政策、政策、施策に整理した政策体系

・重点的な取組方針（計画推進の仕組み）

  第３期アクションプログラムを推進するための重点的な取組方針

・豪雨災害からの創造的復興

  「人、生活、産業を守る」視点で整理した平成 30 年７月豪雨災害からの復興方策

・分野別計画

  産業・暮らし・人づくり・環境の４分野ごとの施策展開の方向や主な取組み

・地域別計画

地域ごとの特長を生かす視点で示した東・中・南予別の地域振興方策

・推進姿勢

計画を推進するための基本的な姿勢

３ 第３期アクションプログラムの期間

  令和元年度から令和４年度までの４年間

４ 計画推進の仕組み

  施策の重点化を図りながら計画を推進するため、特に重点的に取り組む施策分野等を示す重点戦

略方針を毎年度策定します。

  また、各施策に設定した成果指標203項目については、達成状況等を踏まえ、必要に応じて見直

しを行います。このうち、特に重点を置いて達成を目指す指標を「ターゲット指標（28 項目）」

とし、関係部局が連携してその達成に向け集中的に事業を展開するほか、最重要課題である「豪雨

災害からの創造的復興」の施策効果や進捗を示す「復旧・復興指標（11項目）」を設定します。

加えて、外部有識者等で構成する「愛媛の未来づくりプラン」推進懇話会により、施策の点検結

果の検証や重点戦略方針の策定に係る意見交換などを行い、透明性の高い計画の推進とＰＤＣＡサ

イクルによる実効性を確保していきます。
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５ 政策体系              

○人を守る  健康支援・就学支援、災害の検証を踏まえた防災体制見直し、肱川治水対策の前倒し実施等

○生活を守る 生活再建支援、災害廃棄物処理のための体制整備構築、水道施設の早期復旧等      

○産業を守る グループ補助金活用等商工業者支援、かんきつ産地の復旧・復興支援等

○基本政策Ⅰ

活き活きとした愛
え

顔
がお

あふれる「えひめ」づくり

～次代を担う活力ある産業を“創る”～

政策１ 活力ある産業づくり

1 地域に根ざした産業の振興

2 企業誘致・留置の推進

3 新産業の創出と産業構造の強化

政策２ 産業を担う人づくり

4 若年者の就職支援と産業人材力の強化

5 多様な人材が活躍できる環境整備

政策３ 農林水産業の振興

6 力強い農林水産業を支える担い手の確保

7 攻めの農林水産業を展開するための基盤整備

8 選ばれる産地を目指した技術開発の推進

政策４ 愛媛が選ばれるプロモーション戦略

と営業展開

9 愛媛産品のブランド力向上

10 営業力の強化と市場拡大

11 戦略的なプロモーション活動の推進

政策５ 観光・交流の拡大

12 魅力ある観光地づくりと国際観光の振興

13 国際交流の促進

14 自転車新文化の拡大・深化

政策６ 交通ネットワークの整備

15 広域・高速交通ネットワークの整備

16 地域を結ぶ交通体系の整備

○基本政策Ⅱ

やすらぎの愛
え

顔
がお

あふれる「えひめ」づくり

～快適で安全・安心の暮らしを“紡ぐ”～

政策１ 参画と協働による地域社会づくり

17 未来につなぐ協働のきずなづくり

18 男女共同参画社会づくり

19 人権が尊重される社会づくり

政策２ 持続可能な活力ある地域づくり

20 地域を支える人材づくり

21 地域集落の機能強化

政策３ 支え合う福祉社会づくり

22 高齢者がいきいきと暮らせる健康長寿えひめ

の実現

23 障がい者が安心して暮らせる共生社会づくり

24 地域福祉を支える環境づくり

政策４ 健康づくりと医療体制の充実

25 生涯を通じた心と体の健康づくり

26 安全・安心で質の高い医療提供体制の充実

27 救急医療体制の充実

政策５ 快適で魅力あるまちづくり

28 快適な暮らし空間の実現

29 ＩＣＴ環境の整備

政策６ 安全・安心な暮らしづくり

30 消費者の安全確保と生活衛生の向上

31 水資源の確保と節水型社会づくり

32 交通安全対策の推進

33 犯罪の起きにくい社会づくり

34 原子力発電所の安全・防災対策の強化

政策７ 災害に強い強靭な県土づくり

35 防災・危機管理体制の強化

36 災害から県民を守る基盤の整備

≪最優先課題≫ 豪雨災害からの創造的復興



○基本政策Ⅲ

輝く愛
え

顔
がお

あふれる「えひめ」づくり

～未来を拓く豊かで多様な『人財』を“育む”～

政策１ 地域で取り組む子育て・子育ち支援

37 安心して生み育てることができる環境づくり

38 子ども・若者の健全育成

政策２ 未来を拓く子どもたちの育成

39 魅力ある教育環境の整備

40 確かな学力・豊かな心・健やかな体を育てる

教育の推進

41 特別支援教育の充実

42 教職員の資質・能力の向上

政策３ 生涯学習と文化の振興

43 学び合い高め合う生涯学習社会づくり

44 個性豊かな愛媛文化の創造と継承

政策４ スポーツ立県えひめの推進

45 スポーツを通じた豊かで活力ある地域づくり

46 競技スポーツの振興

○基本政策Ⅳ

やさしい愛
え

顔
がお

あふれる「えひめ」づくり

～調和と循環により、かけがえのない環境を“守る”～

政策１ 環境と調和した暮らしづくり

47 環境教育・学習の充実と環境保全活動の促進

48 地球温暖化対策の推進

49 環境への負荷が少ない循環型社会の構築

50 良好な生活環境の保全

政策２ 自然と共生する社会の実現

51 豊かな自然環境と生物多様性の保全

52 魅力ある里地・里山・里海づくり

政策３ 環境にやさしい産業の育成

53 再生可能エネルギー等の利用促進

54 低炭素ビジネスの振興

55 恵み豊かな森林（もり）づくり

○東予地域 ものづくり産業を核にした地域連携による活力創造圏域の形成

○中予地域 人、モノ、情報を駆使して広域的な牽引力を発揮する高機能圏域の形成

○南予地域 豊かな農林水産物と癒し空間が人を惹きつける交流圏域の形成

○推進姿勢

１ 既存システムの改革に向けた大胆かつ果敢な“挑戦”

56 地方分権改革の実現に向けた挑戦

57 機能的な組織・業務体制の構築や効率的かつ効果的な行政運営に向けた挑戦

58 財政の健全化に向けた更なる挑戦

２ 最大の効果を生み出すネットワーク構築に向けた“連携”

59 「チーム愛媛」の推進による基礎自治体との連携

60 多様な主体との協働・連携

61 広域的な視点による他地域との連携

３ 新たな政策と戦略の“創造”

62 独自性の高い“愛媛発”の新たな政策の創造

63 新たな戦略の創造

アクションチャレンジ

チームワーク

ボトムアップ

地域別計画



６ 豪雨災害からの創造的復興

平成 30 年７月の豪雨災害においては、本県各地で甚大な被害が発生し、被災直後から、県に

おいては「地域を守ることは、人、生活、産業を守ること」という視点に立って、スピード感を

持って復旧・復興に取り組んできました。

第３期アクションプログラムにおいても、「豪雨災害からの創造的復興」を最優先課題とし

て位置付け、引き続き、被災地に寄り添い、市町や関係機関と緊密に連携しながら、被災者の

方々が前を向いて進むための方策をしっかりと講じていきます。

区 分 概 要     ※【  】は、関係施策

人を

守る

(5 施策)

被災者・支援者の中長期的な心のケアの継続。専門的な医療ニーズや相談に対応

できる対応整備。

【施策25  生涯を通じた心と体の健康づくり】

豪雨災害を検証し、得られた教訓や課題等を踏まえて、愛媛県地域防災計画をは

じめとする防災体制の見直しを実施。

【施策35 防災・危機管理体制の強化】

肱川の治水対策の前倒し実施。大規模土砂災害の発生した地区において、砂防施

設の整備。

【施策36 災害から県民を守る基盤の整備】

被災した児童生徒等に対し、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー

カーを派遣。

【施策38 子ども・若者の健全育成】

被災した児童生徒等に対し、経済的支援や学習サポートを実施。

【施策39 魅力ある教育環境の整備】

生活を

守る

(6 施策)

被災した道路について、路線の緊急性、重要性を踏まえ、市町と連携して早期復

旧を推進。

【施策16 地域を結ぶ交通体系の整備】

豪雨災害を踏まえ、県・市町、社会福祉協議会、ＮＰＯ等との災害ボランティア

活動に関する連携体制を強化。

【施策17  未来につなぐ協働のきずなづくり】

被災者の個々の状況を踏まえた見守りや生活相談等の支援、避難生活の場におけ

るコミュニティづくりの促進など、地域全体で支え合う体制の構築。

【施策24  地域福祉を支える環境づくり】

災害土砂の公共事業への再利用を促進。

【施策36  災害から県民を守る基盤の整備】

より実効性のある災害廃棄物の処理体制構築の推進。

【施策49 環境への負荷が少ない循環型社会の構築】

市町の意向も踏まえながら、国等との調整や技術的な助言に努め、被災水道施設

の早期復旧を推進。

【施策50 良好な生活環境の保全】



区 分 概 要

産業を

守る

(4 施策)

グループ補助金の活用等により、被災した中小企業や、商店街の早期復興を支

援。

【施策1 地域に根ざした産業の振興】

豪雨災害による担い手の廃業を食い止めるとともに、経営再建を促進するための

早期復旧に向けた取組みや、新品種・新技術の導入等を支援。

【施策6 力強い農林水産業を支える担い手の確保】

被災施設や樹園地等の農地について、早期復旧を図るとともに、被害拡大防止や

経営継続に必要な対策を実施。樹園地等の農地について、再編整備を検討。

【施策7 攻めの農林水産業を展開するための基盤整備】

豪雨災害からの復興に向けた誘客促進や、プロモーションの強化。被災した南予

地域の復興の状況を見極めたうえで、南予復興イベントの開催を検討。

【施策12 魅力ある観光地づくりと国際観光の振興】

７ 復旧・復興指標

各施策に設定した成果指標のうち、最重要課題である「豪雨災害からの創造的復興」の施策効果や進捗

を示す指標を「復旧・復興指標」とし、達成に向けて着実な取組みを推進していきます。

年度・年 数値 年度・年 数値

1 肱川緊急治水対策による浸水被害解消戸数 平成30年度 570戸 令和４年度 1,180戸 36 暮らし

2 緊急土砂災害対策による保全人家戸数 平成30年度 0戸 令和４年度 1,246戸 36 暮らし

3 土砂災害警戒区域の指定数 平成30年度 6,238か所 令和４年度 14,238か所 35 暮らし

4 応急仮設住宅候補地の確保率 平成29年度 99.2% 令和４年度 100％以上 35 暮らし

5 豪雨災害で被災した水道施設の復旧率 平成30年度 0% 令和２年度 100% 50 環境

6
被災した県が管理する国道・県道及び市町道
の災害復旧工事の完成箇所

－ － 令和２年度 878箇所 16 産業

7 災害ボランティア研修会参加者数 平成30年度 876人 令和４年度 1,300人 17 暮らし

8
市町災害廃棄物に係る団体等との災害協定締
結件数

平成29年度 0件 令和４年度 20件 49 環境

9
樹園地の災害復旧事業による原形及び改良
復旧面積

平成30年度 0ha 令和２年度 68ha 7 産業

10
グループ補助金認定56グループ（H31.4現在）
による共同事業実施件数

平成30年度 0件 令和４年度 70件 1 産業

11 南予地域の観光客数 平成26年 7,242千人 令和２年 8,000千人 12 産業

人を守る

生活を守る

産業を守る

３つの視点
での分類

Ｎｏ 復興・復旧指標
基準値 目標値

施策
Ｎｏ

分野別



◎産業分野

政策

東・中・南予の産業立地の特性やニーズに基づく施策化。自主的かつ意欲的に取り組む商店街の活
性化を支援。豪雨災害で被災した中小企業、商店街の復興支援。

立地環境の整備・充実を図るとともに、地域特性に応じた業種をターゲットにした積極的な企業誘致
活動やトップセールスを実施。県内立地企業の県外への流出防止。

産学官及び農商工連携による新商品・サービスの開発や販路開拓、県外からの創業人材の呼び込
みや、地域課題を解決するビジネスの創出を支援。県内経済を牽引する成長産業を創出。

中高生や大学生などへ県内企業の魅力発信。ジョブカフェ愛ｗｏｒｋを核とした若年者へのきめ細かな
就職支援。マッチングの促進。地域企業に求められる人材を育成。建設産業の担い手確保・育成。

女性、障がい者、高齢者、外国人等多様な人材が能力を発揮できる雇用環境整備。仕事と家庭生活
の両立が図られる職場環境づくりの推進。労使関係の安定化支援。ＡＩ・ＩｏＴ導入・活用促進。

「えひめ愛顔の農林水産人」や「農林水産まるかじり就業支援サイト」による情報発信。多様な担い手
の確保・育成や組織化・法人化の支援。経営感覚を備えた生産者育成。農業へのICT活用を推進。
農林業分野における外国人材受入拡大を促進。豪雨災害で被災した担い手への支援。

水田の大区画化・汎用化や樹園地の再編整備。森林の集約化・団地化促進。生態系と調和した漁場
造成等の基盤整備。鳥獣害防止対策推進。豪雨災害被災施設等の復旧・復興。

新たな柑橘、愛媛独自の米などの新品種の研究・開発。新品種に対応した生産技術の開発・実用化
を推進し、高品質で付加価値の高い農林水産物の生産拡大。

高品質ブランドを前面に押し出した一次産業全体のブランド力向上と、加工品のブラッシュアップによ
る県産品の付加価値向上。新たな商品づくり等６次産業化、地産地消の取組み推進。

県関与年間成約額150億円を目指して、県内企業のニーズを踏まえたフォローや国内外への販路拡
大、情報関連技術を活用するなど多様な営業戦略を展開。「愛媛」ブランドの確立化を図る。

統一コンセプトやみきゃん・ダークみきゃん・こみきゃんを活用したＰＲ活動により、愛媛の認知度向
上。デジタルマーケティングの手法を活用した情報発信。リピーター確保等による愛媛ファンづくり。

「えひめさんさん物語」開催など東予東部地域の観光振興。台湾定期便、サイクリングを活用した観光
振興。大型クルーズ船受入環境整備。東京オリ・パラを見据えた海外からの誘客促進。南予復興イベ
ント検討。スマートフォンアプリを活用した観光情報の発信。

外国人材を生活者として受け入れるための相談、情報提供体制の強化。Ｇ20労働雇用大臣会合、日
中韓地方政府交流会議の成功に向けた体制整備。経済波及効果の高い国際会議等誘致。

「サイクリングアイランド四国」の実現に向け、四国一周サイクリングルートの環境整備や受入体制充
実。国際サイクリング大会開催など地域資源のブランド力向上。Ｅ－ＢＩＫＥ普及促進等、自転車利用
者の裾野拡大。

高速道路等の幹線道路網の着実な整備。県内物流体制の強化につながる港湾機能の強化。鉄道高
速化や空港機能強化。路面電車空港延伸の継続検討等、交通モード間の連携強化。

県内の道路ネットワークの充実。離島架橋整備。県民の生活の足として欠かせないローカル鉄道や過
疎地域等のバス路線、離島航路の存続。豪雨災害で被災した道路の復旧・復興。

８　施策の概要

3 新産業の創出と産業構造の強化

7 攻めの農林水産業を展開するための基盤整備

10 営業力の強化と市場拡大

11 戦略的なプロモーション活動の推進

⑥交通
ネット
ワークの
整備

施策の概要

1 地域に根ざした産業の振興

②産業を
担う人づ
くり

4 若年者の就職支援と産業人材力の強化

5 多様な人材が活躍できる環境整備

2 企業誘致・留置の推進①活力あ
る産業づ
くり

6 力強い農林水産業を支える担い手の確保

9 愛媛産品のブランド力向上

8 選ばれる産地を目指した技術開発の推進

③農林
水産業
の振興

④愛媛
が選ば
れるプロ
モーショ
ン戦略と
営業展
開

12 魅力ある観光地づくりと国際観光の振興

15 広域・高速交通ネットワークの整備

13 国際交流の促進

14 自転車新文化の拡大・深化

⑤観光・
交流の
拡大

16 地域を結ぶ交通体系の整備



◎暮らし分野

政策

ＮＰＯ等が安定的・継続的に活動できるよう組織力や財務力等の活動基盤の強化や、協働ネットワー
クの構築。人と人との絆を結びつける人材の育成。災害ボランティア活動に関する連携体制強化。

男女共同参画の視点に立った意識改革推進。女性の再就職や起業支援。DV根絶に向け、若年層
への普及啓発の一層の推進や関係機関と連携した相談窓口支援体制の充実。

県民が人権の意義や重要性について生涯にわたり継続した学習ができる環境の整備。

オール愛媛で移住者の受入体制や情報発信力を強化。求人・移住総合サイト「あのこの愛媛」の機能
強化等本県へのＵ・Ｉターン就職の希望者と採用を希望する企業の支援。

市町と連携しながら、住民主体の地域運営の仕組みづくりをサポートし、地域づくり協働体を構築。地
域の実情に応じた生活交通ネットワークの維持・確保。

スポーツサイクルの普及、ねんりんピック開催などを通じた高齢者の生きがいづくりを推進。「地域包括
ケアシステム」の実現に向けた取組みを進め、地域全体で高齢者を支える社会づくりを推進。AIや
ICT等導入による介護現場の業務効率化支援。

障がい福祉のサービス充実や障がい者が安心して暮らせる環境づくり。各市町における発達障がい
に対応するワンストップ相談窓口設置を支援。eスポーツ等スポレク活動や芸術文化祭開催等文化芸
術活動の振興。個々の特性に配慮した就労支援。県の障がい者法定雇用率早期達成。

生活困窮者に対する支援。地域福祉を担う人材の確保、育成及び定着化。社会福祉施設等の整備
を促進するなど、地域のニーズに応じた福祉コミュニティの形成。介護分野における外国人材受入拡
大を促進。豪雨災害被災者の生活再建支援。

ビッグデータを活用した生活習慣病予防対策。がん検査受診率向上や患者の視点に立った総合的
ながん対策の推進。感染症の予防とまん延の防止。豪雨災害被災者への健康支援。

愛媛大学や関係機関等と連携した医師等確保対策を強力に推進。団塊の世代が後期高齢者となる
2025年を見据えた地域医療提供体制の整備。

医療機関や消防機関と連携し、適切な初期、二次、三次救急医療体制の構築。ドクターヘリの効果的
運用。災害医療及び原子力災害医療の充実。

街路やとべ動物園等の公園整備。住宅の耐震化の促進。老朽危険空家の除却による良質な住宅の
維持確保。ＪＲ松山駅付近の立体交差化など都市機能の充実したまちづくり。

えひめFreeWi‐Fiを活用したインバウンド対策など地域の情報収集や情報発信力の強化。５Ｇの地域
での利活用の推進。地域のＩＣＴ利活用を促進する人材を育成。テレワークを実践するための環境整
備。ビッグデータの利活用。オープンデータの公開及び活用。

悪質事業者に対する指導・処分の実施。家畜伝染病対策の充実や食品事業者等への助言・監視指
導による食の安全・安心の確保。生活衛生関係営業者の後継者対策。動物愛護・管理の推進。

森林・農地が持つ水源かん養機能の保全や既存の水資源の有効活用。節水型社会づくりの推進。

自転車の安全利用促進。歩行者、自転車利用者の保護に資する交通安全対策。運転免許を自主返
納しやすい環境づくり等高齢運転者対策。交通環境の整備。

自主防犯活動や犯罪の防止に配慮した環境整備の促進。警察基盤の強化。犯罪の抑止と検挙によ
る「県民を守る」積極的な活動。暴力団の排除・根絶。

最新技術の活用等による伊方発電所安全対策の一層の強化。県民への迅速かつ正確な情報提供。
実践的な訓練等による避難計画の実効性向上。国・市町等との連携強化による防災対策充実。

豪雨災害の検証及び県地震被害想定調査を踏まえた防災・減災対策。自主防災組織強化と、全国１
位を目指して防災士の養成加速。危機管理体制の強化。

公共施設の耐震化や豪雨災害を踏まえた肱川の治水対策の前倒し実施、砂防施設の整備等社会基
盤の防災・減災対策を実施。社会資本の戦略的な維持管理・更新。自衛隊駐屯地周辺道路充実や
東温スマートIC（仮称）の整備。災害土砂の公共事業再利用促進。

⑦災害に
強い強靭
な県土づ
くり

35 防災・危機管理体制の強化

⑥安全・
安心な暮
らしづくり

31 水資源の確保と節水型社会づくり

33 犯罪の起きにくい社会づくり

32 交通安全対策の推進

30 消費者の安全確保と生活衛生の向上

34 原子力発電所の安全・防災対策の強化

27 救急医療体制の充実

施策の概要

36 災害から県民を守る基盤の整備

①参画と
協働によ
る地域社
会づくり

17 未来につなぐ協働のきずなづくり

18 男女共同参画社会づくり

19 人権が尊重される社会づくり

④健康づ
くりと医
療体制
の充実

25 生涯を通じた心と体の健康づくり

26 安全・安心で質の高い医療提供体制の充実

②持続
可能な活
力ある地
域づくり

20 地域を支える人材づくり

21 地域集落の機能強化

③支え合
う福祉社
会づくり

22 高齢者がいきいきと暮らせる健康長寿えひめの実現

⑤快適で
魅力ある
まちづく
り

28 快適な暮らし空間の実現

29 ＩＣＴ環境の整備

23 障がい者が安心して暮らせる共生社会づくり

24 地域福祉を支える環境づくり



◎人づくり分野

政策

結婚支援センターを核とする結婚支援。官民共同ファンドを創設し、社会全体で子育てを総合的に支
援。貧困等の問題を抱える子どもたちへのサポート充実。えひめこどもの城の魅力向上。子ども医療
費無料化の取組みの底上げ。

いじめの防止等に関する児童生徒の主体的な活動を支援し未然防止を強化。SNS等を活用した相談
体制構築。県民総ぐるみで子ども・若者の健やかな成長と自立を見守り育てる取組みを推進。被災し
た児童生徒等への心のケアの実施。

登下校時の見守り強化や学校教室へのエアコン設置など、学校の安全・安心対策。生徒の実態等に
応じた教育課程の工夫などによる特色ある学校づくり。豪雨災害被災者への就学支援。

子どもたちの確かな学力の定着と向上。「えひめジョブチャレンジＵ－15」等キャリア教育や道徳教育
の充実。体力づくりの推進と運動習慣の定着。電子黒板整備等、ICT環境整備の推進。

新居浜特別支援学校分校開設など教育環境の整備・充実。学校や家庭、関係機関等が連携した早
期からの支援体制整備。障がいの状態に応じたキャリア教育を通じて、自立と社会参加促進。

子どもたちにとって楽しくよく分かる授業を目指して、教職員一人ひとりの知識・能力・資質の向上。長
時間労働の是正など教職員が安心して働くことができる職場づくり。

生涯学習を支える人材育成。公民館や図書館における学習拠点としての機能を拡充するなど、全て
の県民が、個人の目標と意欲に応じて学び続けられる場の提供。

国際映画祭やこども芸術祭開催等優れた芸術に触れる機会や、様々な文化活動を体験する機会の
充実。文化・教育施設の利活用や文化財の保存・活用。四国遍路世界文化遺産登録に向けた取組
みの推進。

県民誰もが、身近にスポーツに親しむことができる環境整備。地域密着型のプロスポーツチームの活
動を支援。2020年東京オリ・パラの事前合宿誘致等。「愛・野球博」を通じた野球王国復活。

トップアスリートの発掘、育成・強化や指導者養成・確保など、競技力向上。えひめ国体・えひめ大会
のレガシーを活用した「スポーツ立県えひめ」実現。　日本スポーツマスターズ2020の成功。

◎環境分野

政策

学校や地域等における環境教育・学習を推進。環境活動リーダー等のスキルアップを支援。

公共交通機関や自転車の利用拡大等、地球温暖化防止に資する賢い選択「クールチョイス」の呼び
かけを通じて、家庭における温暖化対策を推進。省エネ診断等による事業所の省エネ化支援。気候
変動による被害の回避・軽減対策の推進。

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）推進や、循環型社会ビジネスの育成・支援。食品ロス削減対
策。廃棄物適正処理推進。災害廃棄物の処理体制構築推進。

各種環境基準の達成・維持や監視体制充実。県民への情報提供。地域の実情等に応じた公共下水
道や合併処理浄化槽等の計画的な整備。豪雨災害により被災した水道施設の早期復旧と耐震化推
進。

自然公園等の適正な保護と利用促進。エコツーリズムの情報発信や人材育成による普及促進及び石
鎚山系の魅力創生。第２次生物多様性えひめ戦略に基づく生物多様性保全の調査・研究等。

農山漁村の美しい景観、豊かな自然環境、文化や伝統の保全・伝承。農村地域の共同活動の支援。
集落道の整備や排水対策など、定住促進に資する集落環境基盤の整備。

小水力発電や各種バイオマス発電など再生可能エネルギーの導入促進。

中小企業のＣＯ2排出削減と取引支援促進。低炭素をキーワードとした製品・サービスの開発支援。

県産材の競争力強化と需要拡大を図り、林業を次世代につながる産業に育成する林業躍進プロジェ
クトの推進。媛すぎ・媛ひのきの販路拡大やＣＬＴの普及促進。森林環境譲与税を活用し、市町が主
体的に取り組む森林管理経営を支援。

55 恵み豊かな森林（もり）づくり

53 再生可能エネルギー等の利用促進

50 良好な生活環境の保全

③環境に
やさしい
産業の
育成

54 低炭素ビジネスの振興

④スポー
ツ立県え
ひめの推
進

施策の概要

47 環境教育・学習の充実と環境保全活動の促進

②自然と
共生する
社会の
実現

51 豊かな自然環境と生物多様性の保全

①環境と
調和した
暮らしづ
くり

48 地球温暖化対策の推進

49 環境への負荷が少ない循環型社会の構築

52 魅力ある里地・里山・里海づくり

②未来を
拓く子ど
もたちの
育成

38 子ども・若者の健全育成

①地域で
取り組む
子育て・
子育ち支
援

40 確かな学力・豊かな心・健やかな体を育てる教育の推進

42 教職員の資質・能力の向上

41 特別支援教育の充実

44 個性豊かな愛媛文化の創造と継承

46 競技スポーツの振興

37 安心して生み育てることができる環境づくり

45 スポーツを通じた豊かで活力ある地域づくり

39 魅力ある教育環境の整備

③生涯
学習と文
化の振
興

43 学び合い高め合う生涯学習社会づくり

施策の概要



◎推進姿勢

政策

「地方創生」推進に向けて、国への提言を強化し、地方へ権限・財源を大胆に移譲する地方分権改革
を推進。「自主・自立のえひめ」を目指して、一層の行財政改革を推進。

最少の経費で最大の効果が発揮できるよう機能的な組織・業務体制の構築。職員の働き方改革にも
結び付く最新ＩＴ技術の導入や内部管理事務の外部委託を積極的に推進。

スクラップアンドビルドの徹底によるメリハリの効いた予算編成。県・市町連携の強化による県税滞納額
の更なる縮減や財源対策用基金の充実。

県内市町との政策の連携、一体化の推進。県内市町と相互人事交流の充実に取り組み、相乗効果に
よる人材育成の推進や交流職員を絆とした連携の一層の強化。

県民の意見や要望に真摯に耳を傾け、各種施策への反映に努めるとともに、積極的に県政情報を発
信。ＮＰＯ等との協働や大学・企業等との産学官連携、民間のノウハウや経営感覚活用、規制緩和推
進。

四国知事会議等を通じ、防災・減災や観光、環境保全等の分野において県域を越えた広域的課題
の解決に努めるとともに、職員の相互派遣等により他自治体との相互連携と協力関係の更なる強化。

職員の仕事に対する５つの意識改革を徹底。課長級昇任試験制度の定着による人材の登用、能力と
意欲のある若手や女性職員の管理職への登用推進。職員による政策提案や政策研究を推進。

アクションプログラムをＰＤＣＡサイクルにより運用し、予算に色濃く反映することで、戦略的な県政運営
を推進。

③新たな
政策と戦
略の“創
造”

62 独自性の高い“愛媛発”の新たな政策の創造

63 新たな戦略の創造

60 多様な主体との協働・連携

施策の概要

①既存シ
ステムの
改革に向
けた大胆
かつ果敢
な“挑戦”

56 地方分権改革の実現に向けた挑戦

57 機能的な組織・業務体制の構築や効率的かつ効果的な行政運営に向けた挑戦

58 財政の健全化に向けた更なる挑戦

②最大
の効果を
生み出す
ネット
ワーク構
築に向け
た“連携”

59 「チーム愛媛」の推進による基礎自治体との連携

61 広域的な視点による他地域との連携



年度・年 数値 年度・年 数値

1 防災士の数 平成30年度
(H31.3現在）

12,817人 令和４年度 18,923人 35 暮らし

2
県防災メール及びひめシェルターの登録者
数

平成30年 29,942人 令和４年度 55,442人 35 暮らし

3 海岸保全施設整備による防護面積 平成30年度 9,010ha 令和４年度 9,250ha 36 暮らし

4 緊急輸送道路の防災対策の整備率 平成29年度 93.3% 令和４年度 100% 36 暮らし

5
土砂災害防止施設により保全される人家
戸数

平成26年度 41,183戸 令和元年度

45,000戸
※令和２年
度以降は、
次期社会資
本総合整備
計画を踏ま
えて検討

36 暮らし

6
社会資本の老朽化に起因する重大事故ゼ
ロ

－ － 令和４年度 0件 36 暮らし

7
５日間の職場体験学習に取り組んだ生徒
の活動に対する充実度

平成30年度 93.0% 令和４年度 97.0%
4
40

産業
人づくり

8 観光客数 平成26年 26,468千人 令和２年

29,000千人
※令和３年
以降は、次
期愛媛県観
光振興基本
計画で検討

12 産業

9 観光消費額 平成26年 1,090億円 令和２年

1,200億円
※令和３年
以降は、次
期愛媛県観
光振興基本
計画で検討

12 産業

10
しまなみ海道（今治市）におけるレンタサイ
クル利用者数

平成29年度 66,372件 令和４年度 73,000件 14 産業

11
愛媛マルゴト自転車道サイトの会員登録者
数

平成29年度 1,188人 令和４年度 3,000人 14 産業

12 松山空港の年間利用者数 平成29年度 3,012千人 令和４年度 3,200千人 15 産業

13 県外からの移住者数 平成29年度 1,085人 令和元年度

1,500人
※令和２年
度以降は、
次期県版ま
ち・ひと・
しごと創生
総合戦略で
検討

20 暮らし

14
えひめ結婚支援センターにおけるカップル
数

平成29年度 12,351組 令和元年度

18,000組
※令和２年
度以降は、
次期えひ
め・未来・
子育てプラ
ンで検討

37 人づくり

９　第３期アクションプログラムのターゲット指標

　第六次長期計画「愛媛の未来づくりプラン」～第３期アクションプログラム編～（計画期間：令和元～４年度）では、各施策に設定した成
果指標のうち、特に重点を置いて達成を目指す指標をターゲット指標とし、関係部局が連携し、その達成に向けて集中的に事業を展開し
ていきます。

３本柱での
分類

Ｎｏ ターゲット指標
基準値 目標値 施策

Ｎｏ
分野別

防災・減災

人口減少



年度・年 数値 年度・年 数値

３本柱での
分類

Ｎｏ ターゲット指標
基準値 目標値 施策

Ｎｏ
分野別

15
県農林水産研究所が開発した新品種・新
技術数

平成26～29年
度の平均値

29件 令和４年度 30件 8 産業

16
「愛」あるブランド産品の年間販売額の伸
び率（対前年度比）

平成29年度 2.6% 令和４年度 5.0% 9 産業

17 県関与年間成約額 平成30年度
138億3千万
円

令和４年度 150億円 10 産業

8
（再掲）

観光客数 平成26年 26,468千人 令和２年

29,000千人
※令和３年
以降は、次
期愛媛県観
光振興基本
計画で検討

12 産業

9
（再掲）

観光消費額 平成26年 1,090億円 令和２年

1,200億円
※令和３年
以降は、次
期愛媛県観
光振興基本
計画で検討

12 産業

10
（再掲）

しまなみ海道（今治市）におけるレンタサイ
クル利用者数

平成29年度 66,372件 令和４年度 73,000件 14 産業

11
（再掲）

愛媛マルゴト自転車道サイトの会員登録者
数

平成29年度 1,188人 令和４年度 3,000人 14 産業

18 高規格幹線道路等の整備率 平成30年度 77.3% 令和４年度 78.4% 15 産業

12
（再掲）

松山空港の年間利用者数 平成29年度 3,012千人 令和４年度 3,200千人 15 産業

19 要介護認定を受けていない人の割合 平成29年度 79.22% 令和４年度 77.66%以上 22 暮らし

20
施設入所から地域へ生活の場を移した人
数（率）

平成27
　～29年度

42人
（２％）

平成30～令
和２年度

189人
（9.7％）
※令和３年
度以降は、
次期県障が
い福祉計画
で検討

23 暮らし

21 65歳未満で死亡する人の割合（男性） 平成29年 11.8% 令和４年 7.2％以下 25 暮らし

22 　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 （女性） 平成29年 5.6% 令和４年 3.2％以下 25 暮らし

23 医療施設従事医師数（人口10万人当たり） 平成28年度 262.5人 令和４年度 282.2人 26 暮らし

24 景観計画策定数 平成30年度 15件 令和４年度 20件 28 暮らし

25 県立学校の教室へのエアコン設置率 平成30年度 50.1％ 令和４年度 100％ 39 人づくり

26
県立学校の普通教室における電子黒板の
整備率

平成30年度 31.3% 令和４年度 82.1％ 40 人づくり

27
国民体育大会における総合成績（天皇杯
順位）

平成26年度 21位 令和４年度 10位台 46 人づくり

28 自然公園、四国のみちの利用者数 平成29年度 5,357千人 令和４年度
5,750千人
以上

51 環境

経済活性化

その他の
重要課題


